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１ 開 会                        
 

２ 委員の紹介                                  
 

３ 会長及び副会長の選出 
 
４ 議 題 

（1）東京都北区住宅対策審議会について 
 

（2）今後の進め方・検討体制について            
 

（3）北区住宅マスタープラン改定にあたって 
 
       

５ 閉 会                  
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東京都北区住宅対策審議会委員名簿

構　成 氏　名 現　　　職

1  区民委員 　　亀　井　忠　彦  区民委員（一般公募）

2 　　豊　﨑　　満  区民委員（一般公募）

3 　　吉　田　勝　彦  区民委員（一般公募）

4 　　尾　花　秀　雄  区民（東京都北区商店街連合会　会長）

5 　　齋　藤　邦　彦  区民（東京都北区町会自治会連合会　常任理事）

6  学識経験者 　　髙見澤　邦　郎  首都大学東京　名誉教授

7 　　水戸部　繁　樹  一般財団法人日本不動産研究所　理事

8 　　手　嶋　尚　人  学校法人渡辺学園東京家政大学　家政学部長

9 　　尾　崎　修　司
 独立行政法人都市再生機構東日本賃貸住宅本部
 東京北エリア経営部　次長

# 　　小　林　　勇
 公益社団法人東京都宅地建物取引業協会
 相談役

# 　　澁　谷　浩　一  東京都都市整備局　住宅政策担当部長

#  区議会議員 　　椿　　　くにじ  北区議会議員

# 　　大　島　　実  北区議会議員

# 　　さがら　としこ  北区議会議員

# 　　花　見　たかし  北区議会議員

#  区職員 　　中　嶋　　稔  政策経営部長

# 　　小野村　弘　幸  健康福祉部長

# 　　都　築　寿　満  子ども未来部長
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東京都北区住宅基本条例（平成５年６月１７日公布） 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、東京都北区（以下「区」という。）における住宅政策の基本理念

及び住宅施策の基本となる事項を定めることにより、良質な住宅の確保と良好な

住環境の創出を図り、もつて、北区基本構想に示す区の将来像の実現に資するこ

とを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 区は、それぞれの世帯に応じた良質な住宅の確保と、都市環境と調和した快

適かつ文化的な住環境の形成が、世代を通じて安定した区民生活を維持するため

の基礎的条件であることを確認し、誰でもが安心して暮らし続けられる、ゆたかで

均衡のとれた地域社会の実現をめざすことを住宅政策の基本理念とする。 

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） 区民 区内に住所を有する者及び区内に居住する者をいう。 

（２） 区民等 区民及び区内の土地又は建築物に関する権利を有する者をいう。 

（３） 開発事業 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に定める開

発行為及び建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１３号に定める建築

をいう。 

（４） 事業者 開発事業を行う者及び行おうとする者をいう。 

（区長の責務） 

第４条 区長は、住宅及び住環境に関する施策を総合的かつ計画的に実施するもの

とする。 

２  区長は、前項の施策を実施するに当たつては、区民等及び事業者の理解と協

力を求めるとともに、住宅、土地及び住環境に関する情報を積極的に提供するよう

努めるものとする。 

３  区長は、国、東京都その他の関係機関との連携を図り、区の地域特性を踏まえ

た住宅施策の推進に努めなければならない。 

（区民等の責務） 

第５条 区民等は、良質な住宅及び良好な住環境の維持、改善に努めるものとする。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、良質な住宅の供給及び良好な住環境の形成に努めるとともに、

区長が実施する施策に協力しなければならない。 
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第２章 計画等 

（調査） 

第７条 区長は、区における住宅、土地及び住環境の実態を的確に把握するためそ

の動向を調査し、その結果を公表するものとする。 

（北区住宅マスタープランの策定） 

第８条 区長は、住宅及び住環境に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、

北区住宅マスタープランを定めるものとする。 

２  区長は、前条の規定による調査結果に基づき、北区住宅マスタープランを適宜

見直すものとする。 

（住宅の水準） 

第９条 事業者が区内に住宅を建設しようとするときは、次の各号に掲げる項目に適

合するように努めなければならない。 

（１）区長が別に定める世帯構成に応じた住宅規模が確保されていること。 

（２） 災害に対する安全性が確保されていること。 

（３） 保健衛生上必要な設備及び性能を備えていること。 

（４） 高齢者、障害者等に対し必要な配慮がなされていること。 

（５） 都市景観に配慮し、周辺地域と調和していること。 

 

第３章 住宅供給の推進 

（公共住宅の供給） 

第１０条 区長は、区営住宅、区民住宅等の公共住宅の供給及び整備に努めるもの

とする。 

２ 区長は、国、東京都その他の関係機関に対し、公共住宅の供給及び整備を要請

するものとする。 

３ 区長は、前２項の規定による公共住宅の供給及び整備並びにその要請に当たつ

ては、高齢者、障害者等の居住の安定に配慮しなければならない。 

（建設等への支援） 

第１１条 区長は、区内において良質な住宅を建設し、若しくは購入し、又は住宅の改

修を行おうとする者に対し、必要な支援を行うことができる。 

 

第４章 定住の促進 

（定住の促進） 

第１２条 区長は、区民及び新たに区民になろうとする者の定住の促進を図るため、

必要な施策の実施に努めるものとする。 

（適切な家賃） 
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第１３条 区長は、区が関与又は支援して供給された民間賃貸住宅の賃貸人に対し、

適切な家賃を設定するよう求めることができる。 

（住居費補助） 

第１４条 区長は、賃貸住宅に住む区民のうち、特に援助を必要とする者に対して、

その住居費の一部を補助することができる。 

（民間賃貸住宅の入居等に関する啓発） 

第１５条 区長は、高齢、障害、国籍等の理由により、民間賃貸住宅における入居及

び居住の継続が制約を受けることのないように、賃貸人その他の関係者に対する啓

発に努めるものとする。 

（情報提供等及び住宅相談） 

第１６条 区長は、良質な住宅の普及と居住の安定を図るため、必要な情報提供及

び啓発に努めるとともに、区民の住宅に係る相談を実施するものとする。 

 

第５章 まちづくりとの連携 

（まちづくりとの連携） 

第１７条 区長は、良質な住宅の確保と良好な住環境の形成を図るため、住宅施策と

地区整備との一体的な推進に努めるものとする。 

２ 区長は、前項の施策の推進に当たつては、地域特性に応じた計画的な土地利用

を図るとともに、従前居住者の居住の安定に配慮するものとする。 

（国公有地の有効活用） 

第１８条 区長は、良質な住宅の供給と良好な住環境の形成を促進するため、国、東

京都その他の公共団体に対し、国公有地の有効活用を図るよう協力を求めるものと

する。 

 

第６章 事業者への要請 

（事業者への要請） 

第１９条 事業者は、開発事業を行うに当たり、開発区域及び周辺区域における住環

境の維持、向上を図るよう努めなければならない。 

２ 区長は、良質な住宅の供給及び良好な住環境の形成を図るため、事業者に対し

て適切な負担を要請することができる。 

（事前協議） 

第２０条 区長は、事業者に対し、必要と認める事項について、あらかじめ協議するよ

う要請することができる。 

（指導及び助言） 

第２１条 区長は、良質な住宅の供給及び良好な住環境の形成を図るため、事業者

に対して必要な指導及び助言を行うことができる。 
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（勧告及び公表） 

第２２条 区長は、事業者が第１９条第２項及び第２０条の規定に基づく要請に応じな

いときは、これらに応じるよう勧告することができる。 

２ 区長は、事業者が前項の規定による勧告に応じないときは、その氏名又は名称及

び勧告内容を公表することができる。 

 

第７章 審議会 

（審議会の設置等） 

第２３条 区の住宅政策に関する重要な事項を審議するため、東京都北区住宅対策

審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、区長の諮問に応じ、審議して答申する。 

３ 審議会は、区長が委嘱又は任命する委員２０人以内をもつて組織する。 

４ 委員の任期は、審議会が第２項に規定する答申をしたとき満了する。ただし、補欠

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、区長

が別に定める。 

 

第８章 雑則 

（財源の確保） 

第２４条 区長は、住宅施策を総合的かつ計画的に推進するため、必要な財源の確

保に努めるものとする。 

（委任） 

第２５条 この条例の施行について必要な事項は、区長が別に定める。 

 

付 則 

（施行期日） 

１  この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２  この条例の施行の際、現に存する北区住宅マスタープランは、第８条第１項の規

定に基づき策定したものとみなす。 

 



 

 

東京都北区住宅対策審議会運営要綱 

 

                平成 ８年 ３月 ４日 ７北環住第 ８２０号 

                          改正 平成１０年 ４月  ３日１０北都住第  ２０号 
改正 平成１７年 ３月１４日１６北都住第 ９０８号 
改正 平成２０年 ７月 ４日２０北ま住第１３３０号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、東京都北区住宅基本条例（平成５年６月東京都北区条例第２２ 

号。以下「条例」という。）第２３条第５項の規定に基づき、東京都北区住宅対策 

審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営について必要な事項を定めるも 

のとする。 

 

（組織） 

第２条 条例第２３条第３項に規定する委員の構成は次によるものとする。 

（１) 区民 ６人以内 

(２) 学識経験者 ６人以内 

(３) 区議会議員 ５人以内 

(４) 区職員 ３人以内 

 

（会長及び副会長） 

第３条 審議会に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務 

 を代理する。 

 

（会議） 

第４条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長 

 の決するところによる。 

４ 審議会は、必要があると認めたときは、委員以外の者を審議会に出席させて意見 

 を述べさせ、又は説明させることができる。 

 
（招集の通知） 
第５条 会長は、前条第１項の規定に基づき審議会を招集しようとするときは、緊急

やむを得ない場合を除き、開会日の７日前までに、会議の日時、場所及び議題を示

して、委員に通知をしなければならない。 

資料 ４ 



 

 

２ 委員は、招集の通知を受けた場合において、出席できないときは、あらかじめ、

その旨を会長に申し出なければならない。 
 
（議長） 
第６条 会長は、会議の議長となる。 
 
（発言の制止等） 
第７条 会長は、議事の整理上必要があると認めるときは、発言を制止し、又は議事

を中止することができる。 
 
（会議の公開） 
第８条 会議は、公開を原則とする。ただし、審議会の議決で非公開とすることがで

きる。 
２ 傍聴人の定員は、会長が定める。 
３ 会議を傍聴しようとする者は、先着順に傍聴人名簿に所要事項を記入し、所定の

席において傍聴するものとする。 
 
（傍聴席に入ることができない者） 
第９条 次の各号の一に該当する者は、傍聴席に入ることができない。 
（１）凶器その他人に危害を加え、又は迷惑を及ぼすおそれのある物を携帯している

者 
（２）酒気を帯びていると認められる者 
（３）その他議事を妨害することを疑うに足りる顕著な事情が認められる者 
２ 会長は、必要と認めたときは、傍聴人に対し、係員をして、前項第一号に規定す

る物品を携帯しているか否かを質問させることができる。 
３ 会長は、前項の質問を受けた者がこれに応じないときは、その者の入場を禁止す

ることができる。 
４ 児童及び乳幼児は、傍聴席に入ることができない。ただし、会長の許可を得た場

合は、この限りでない。 
 
（傍聴人の守るべき事項） 
第１０条 傍聴人は、傍聴席にあるときは、静粛を旨とし、次の事項を守らなければ

ならない。 
（１）言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。 
（２）談論し、放歌し、高笑し、その他騒ぎ立てないこと。 
（３）飲食又は喫煙しないこと。 
（４）みだりに席を離れないこと。 
（５）不体裁な行為又は他人の迷惑となる行為をしないこと。 
（６） その他委員会室の秩序を乱し、又は議事の妨害となるような行為をしないこと。 



 

 

２ 傍聴人は、傍聴席において写真、ビデオ等を撮影し、又は録音をしてはならない。

ただし、特に委員長の許可を得た場合は、この限りではない。 
３ 傍聴人は、すべて係員の指示に従わなければならない。 
４ 傍聴人がこの規程に違反するときは、会長はこれを制止し、その命令に従わない

ときは、これを退場させることができる。 
 
（議事録） 
第１１条 会長は、次に掲げる事項を記載した議事録を作成保存するものとする。 
（１）審議会の開催日時及び場所 
（２）出席した委員等の氏名 
（３）会議に付した議題 
（４）議事の概要 
（５）その他必要な事項 
２ 前項の規定により作成した議事録は公開とする。ただし、第８条ただし書きの規

定に基づいて会議を公開しなかった議事及び公開することにより公正かつ円滑な議

事運営が著しく損なわれると認められる部分は、この限りでない。 
 
（小委員会） 
第１２条 会長は、諮問事項に関する調査又は検討を行わせるため、小委員会を置く

ことができる。 
２ 小委員会は、会長が指名する委員をもって組織する。 
 
（庶務） 

第１３条 審議会の庶務は、まちづくり部住宅課において処理する。 

 

（委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、審議

会が定める。 

 

   付 則（平成８年３月４日区長決裁７北環住第８２０号） 

  この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 
   付 則（平成１０年４月３日区長決裁１０北都住第２０号） 

  この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

  付 則（平成１７年３月１４日区長決裁１６北都住第９０８号） 
この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 
  付 則（平成２０年７月４日区長決裁２０北ま住第１３３０号） 
この要綱は、平成２０年７月４日から施行する。  



 

 

  

 

 

東京都北区住宅対策審議会 議事録の取り扱いについて（案） 

 

 

１ 議事録の原案（委員名記載）ができましたら、全委員へ送付します。 

 

２ 議事録の原案について、誤り等があれば、到着後一週間以内に事務局まで、

お知らせください。 

  

３ 会長において最終確認後、議事録といたします。 

 

４ 議事録は、委員名を伏せるものとします。 

 

５ 議事録は、住宅課に備え置くとともに、区ホームページに公開いたします。 

 

６ 議事録の公開までは、会議終了後、概ね１か月をめやすとします。 

 

 

 

資料 ５ 

 
東京都北区住宅対策審議会運営要綱 

（議事録） 
第１１条 会長は、次に掲げる事項を記載した議事録を作成保存するものとす

る。 
（１）審議会の開催日時及び場所 
（２）出席した委員等の氏名 
（３）会議に付した議題 
（４）議事の概要 
（５）その他必要な事項 
２ 前項の規定により作成した議事録は公開とする。ただし、第８条ただし書き

の規定に基づいて会議を公開しなかった議事及び公開することにより公正か

つ円滑な議事運営が著しく損なわれると認められる部分は、この限りでない。

 



開催時期
（予定）

主な内容

第１回
平成３０年
８月３０日

　・諮問
　・今後の進め方について
　・北区住宅マスタープラン改定にあたって

第2回
平成３１年
1月下旬

　・スケジュール及び進捗の報告
　・北区住宅マスタープラン改定にむけた
　課題の整理について審議

第３回
平成３１年
３月下旬

　・スケジュール及び進捗の報告
　・基礎調査資料について報告
　・北区住宅マスタープラン改定骨子案のまとめ

第４回
平成３１年
７月中旬

　・スケジュール及び進捗の報告
　・北区住宅マスタープラン改定素案
　について審議

第５回
平成３１年
１０月中旬

　・スケジュール及び進捗の報告
　・パブリックコメント案について審議

第６回
平成３２年
1月下旬

　・パブリックコメント結果及び
　答申案について審議

第７回
平成３２年
３月下旬

　・答申

東京都北区住宅対策審議会 今後の進め方・検討体制について（案）

資料 6

東京都北区住宅対策審議会

東京都北区住宅対策審議会

小委員会

東京都北区住宅基本条例

に基づく区長の附属機関

北区住宅マスタープラン

庁内連絡会

東京都北区住宅対策審議会運営要綱

に基づく組織

諮問

答申

北区長

連携・調整

【区の住宅政策に関する重要な事項を審議する】

【諮問事項に関する調査又は検討を行う】






















